
○ 県では、地域の実情や患者のニーズに応じて、資源の効果的かつ効率的な配置を促し、高度急性期、急性期、回復期、
慢性期、在宅医療・介護に至るまで一連のサービスが切れ目なく、過不足なく提供される体制を確保することを目的とし
て、平成28年３月に「青森県地域医療構想」を策定した。

○ 県内６構想区域ごとに設置した地域医療構想調整会議での医療機関相互の協議や、地域医療介護総合確保基金による支
援等により、地域医療構想の実現に向けた病床の機能分化・連携を進めており、医療審議会には、毎年度、取組状況を報
告し御意見を伺っている。

１．趣旨

青森県地域医療構想について

１

２．令和５年度の取組状況

＜主な協議事項＞

① 令和４年度病床機能報告について・・・・・・３～４頁

医療機関から報告された病床が担う医療機能の現状と将来の必要病床数を比較し地域で共有した。

② 各医療機関の具体的対応方針について・・・・・・５～７頁

各医療機関は、地域における役割や機能等を含む具体的対応方針を策定し、各医療機関の考え方や方向性について地
域で協議した。

③ 紹介受診重点医療機関について・・・・・・８～９頁

外来患者の流れの円滑化を図るため、地域で協議を行い、紹介患者への外来を基本とする医療機関（紹介受診重点医
療機関）として10の医療機関を明確化（公表）した。

④ 重点支援区域（※）について・・・・・・10頁

青森地域は、地域医療構想調整会議での協議を経て県から国に対して申請を行い、令和５年３月24日付けで重点支援
区域に選定されている。令和５年度は、各地域について重点支援区域の申請の要否を検討した。

※ 重点支援区域 … 複数医療機関の医療機能再編等事例を対象として、国が集中的な支援を行う構想区域。

⑤ 産婦人科の有床診療所の新規開設について
青森地域で産婦人科の有床診療所の新規開設希望があったため、増床の必要性について地域で協議した。

地域医療構想調整会議の開催（７月・11月・３月開催）

資料５ 報告事項

令和６年３月２１日
医療審議会



○ 令和７年(2025年)には団塊の世代がすべて75歳以上に。
○ 高齢化の進展による疾病構造の変化や重度の要介護者
等の増加など、医療・介護ニーズが増大。

背 景

○ 急激な環境変化に対応し、医療や介護が必要になって
も、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を続け
られるよう、その地域にふさわしいバランスの取れた
医療・介護サービスの提供体制の構築が必要。

地域医療構想の目的

地域の実情や患者のニーズに
応じて、資源の効果的かつ効
率的な配置を促し、高度急性
期、急性期、回復期、慢性期、
在宅医療・介護に至るまで一
連のサービスが切れ目なく、
過不足なく提供される体制を
確保する。

２

必要病床数の推計

○ 令和７年（2025年）の必要病
床数は、急性期が過剰となる一
方、回復期が不足することが見
込まれ、全体で3,486床少ない
推計となっている。

地域医療構想調整会議（平成28年度設置）

＜６構想区域＞

（注）必要病床数は、令和7年に向けて
病床の機能分化・連携を図るととも
に、在宅医療等（居宅のほか、特別
養護老人ホーム、介護老人保健施設
等を含む）の提供体制が整備される
ことを前提として推計。

【参考】青森県地域医療構想の概要

○ 構想区域ごとに設置し、医療関係団体、医療機関等の
医療関係者、医療保険者、市町村その他関係者と、地
域医療構想の実現に向けた取組について協議。

毎年度の病床機能報告

制度による集計数

地域医療構想の

必要病床数

構想区域内の医療機関の自主的な取組

地域医療構想調整会議を活用した

医療機関相互の協議

地域医療介護総合確保基金の活用

（比較）

実現に向けた取組とPDCA

【地域医療構想の実現に向けた取組】



３

○ 県全体の病床数（令和４年）は、13,233床となっており、地域医療構想の実現に着実に向かっているもの
の、必要病床数（令和７年）11,827床を1,406床上回る状況である。

○ 医療機能別では、急性期機能病床が必要病床数を2,552床上回り、回復期機能病床が必要病床数を2,138床
下回る状況である。

【参考】令和４年度病床機能報告の結果（県全体）



【参考】令和４年度病床機能報告の結果（各構想区域）

全 体 388床過剰
急性期 400床過剰
回復期 391床不足

全 体 154床過剰
急性期 662床過剰
回復期 543床不足

全 体 516床過剰
急性期 731床過剰
回復期 694床不足

全 体 77床過剰
急性期 191床過剰
回復期 117床不足

全 体 104床過剰
急性期 352床過剰
回復期 303床不足

全 体 167床過剰
急性期 216床過剰
回復期 90床不足

津軽地域 八戸地域 青森地域

西北五地域 上十三地域 下北地域

４



５

各医療機関の具体的対応方針

○ 県では、国の通知に基づき、病床を有する医療機関の具体的対応方針（役割・機能等）について、各地域
で協議を進めており、令和５年２月開催の令和４年度第２回地域医療構想調整会議及び、令和５年11月開催
の令和５年度第２回地域医療構想調整会議における協議の結果、172医療機関の具体的対応方針について地
域で合意された。

○ また、次の表のとおり、急性期機能病床の減床や回復期機能病床の増床などの方針が示され、令和７年の
必要病床数に近づいていく見込みであることが確認できた。

○ ただし、依然として必要病床数と乖離があるため、引き続き、急性期機能から回復期機能への転換等、必
要病床数に沿った取組を検討していく必要がある。

協議の結果



６

【参考】具体的対応方針の例 （その１）

※ 令和５年11月開催の令和５年度第２回地域医療構想調整会議 資料（津軽地域） 一部抜粋



７

【参考】具体的対応方針の例 （その２）

※ 令和５年11月開催の令和５年度第２回地域医療構想調整会議 資料（津軽地域） 一部抜粋



８

紹介受診重点医療機関

１．経緯

○ 令和４年４月に、外来機能報告制度が施行され、外来機能の明確化・連携に向けて、地域においてデータ

に基づく協議を行い、紹介受診重点医療機関を明確化（公表）することとされた。

○ 紹介受診重点医療機関を明確化することにより、外来患者の流れの円滑化による外来患者の待ち時間の短

縮や、勤務医の外来負担軽減等が期待されている。

２．協議の結果

○ 本県では、令和５年度第１回及び第２回地域医療構

想調整会議において、令和４年度外来機能報告の

データを基に協議した結果、10医療機関が紹介受診

重点医療機関となることで協議が整ったため、右表

の10医療機関を県のホームページで公表した。

【紹介受診重点医療機関一覧（令和５年12月１日時点）】

二次保健医療圏 医療機関名称

津軽 弘前大学医学部附属病院

津軽 独立行政法人国立病院機構弘前総合医療センター

津軽 弘前中央病院

津軽 鳴海病院

八戸 八戸市立市民病院

八戸 独立行政法人労働者健康安全機構青森労災病院

青森 青森県立中央病院

青森 青森市民病院

西北五 つがる西北五広域連合つがる総合病院

上十三 十和田市立中央病院

３．今後の予定

○ 紹介受診重点医療機関は、国の通知に基づき、毎年

度、地域医療構想調整会議において協議を行い、更

新又は変更していく予定である。



９

【参考】紹介受診重点医療機関の概要 （厚生労働省の資料一部抜粋）



１０

【参考】重点支援区域の概要 （厚生労働省の資料一部抜粋）


